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第５次滑川市行政改革大綱実施計画（平成22年度～平成26年度）の進行状況調査表 

【 平成２２年度分 】 

目 次 

１ 市民本位のサービスの提供 （１）窓口業務のグレードアップ 

（２）手続きの簡素化と利便性の向上 

（３）市民意見の反映方法の充実 

２ 積極的な情報提供と説明責任 （１）ＰＤＣＡサイクルに即した情報提供 

（２）行財政関連情報や指標開示の徹底 

（３）多様な媒体の活用 

３ 民間活力の活用 （１）更なるアウトソーシングの推進 

（２）指定管理者制度の充実 

（３）ＰＦＩや市場化テストの研究 

４ 市民との協働の推進 （１）地域コミュニティとの協働 

（２）ボランティア・ＮＰＯ法人等の育成 

（３）協働を推進するための施策 

５ 成果重視の行政運営 （１）行政評価システムの導入 

（２）広域的な視点による事務事業の推進 

（３）事業仕分け制度の研究 

６ 経営視点に立った財政運営 （１）財政健全化のための取り組み 

（２）新たな歳入の確保 

（３）適正な受益者負担 

７ 組織機構の点検と人材育成 （１）機動的な組織機構と定員管理 

（２）新人事評価制度の推進と適正な給与体系 

（３）職員の意識改革と能力向上 

 

※「Ｈ２２進行状況」欄の説明 

「実 施」 平成２２年度に実施し、以降も継続して実施していく事項 

「検 討」 平成２２年度末現在で、検討中の事項 

「未実施」 平成２２年度末現在で、実施・検討していない事項 

 

※数値で表す事項や、縮減額など金額表示が可能ものについては「進行状況説明欄」に記入しました。 

 

 

１ 市民本位のサービスの提供 

(1) 窓口業務のグレードアップ 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 総合案内窓口の

充実 

総合案内窓口としての機能を高め、

より充実を図ります。 総務課 

市民課 
実施 

総合案内窓口に各課の業務に精通した職員ＯＧを配置

し、総合案内窓口としての機能を高めた。 

２ 窓口レイアウト

の改善 

来客等に迅速に対応できるよう、窓

口に向いたデスク配置にする等、レ

イアウトの改善を図ります。 

総務課 

関係課 
実施 

可能な限り窓口に向いたデスク配置に変更し、より迅速

な窓口対応に努めた。 

資料１ 
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３ ３Ｓサービスの

徹底 

３Ｓ（スマイル、スピード、親切）

サービスを徹底します。 総務課 

全 庁 
実施 

全職員への周知徹底を図り、朝礼時などに３Ｓサービス

の徹底を呼び掛けるなど、職員相互によるチェックを行

うことで、市民サービスの向上に努めた。 

４ 窓口リーダーの

設置 

各課に窓口リーダーを設置し、来訪

者への接遇について職員を指導さ

せます。 

総務課 

全 庁 
実施 

各課において、管理職や中堅職員を窓口リーダーに任命

し、接遇の模範として若手職員の指導を行なった。 

５ 接遇マニュアル

の作成 

市全体の接遇の基準となる「接遇マ

ニュアル」を作成し、職員の対応を

徹底します。 
総務課 実施 接遇マニュアルを作成し、職員への周知を図った。 

６ 接遇研修の実施 定期的に専門講師等を招き、職員の

接遇技術の向上を図ります。 総務課 実施 

H22.6月に北陸銀行の研修担当チーフアドバイザーを招

き、「執務態度と接遇マナー」に関する接遇研修会を開

催した。 

７ 新人職員への教

育徹底 

社会人として、基本的な接遇マナー

を採用時教育として徹底します。 総務課 実施 

新規採用職員研修において、公生社やウェーブ滑川など

民間会社での研修期間を設け、接遇マナーの向上に努め

た。 

８ 図書館開館時間

の延長 

開館時間を繰り上げ・延長するとと

もに、祝日も開館します。 図書館 実施 

平日午前10時～午後６時だった開館時間を、平成22年

６月より試行的に午前９時～午後７時に変更し、合わせ

て祝日も開館にした。（生涯学習課） 

 

(2) 手続きの簡素化と利便性の向上 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ くらしの便利

ガイドの全戸

配布 

くらしの情報を記載した便利ガイド

を定期的に作成し、全戸配布します。 

企画情報課 実施 

H23.４月発行に向け、市民にとってより使い勝手のよい

ガイドとなるよう作成作業を進めている。発行費用を広

告収入で賄う官民協働方式により製作し、計 14,000部

を市内在住者や新規転入者に配布する予定である。 

２ くらしの便利

ガイドのホー

ムページ掲載 

くらしの便利ガイドを常に最新の状

況でホームページにアップすること

で、最新の情報提供と利便性の向上を

図ります。 

企画情報課 実施 

ホームページをリニューアルし、くらしの便利ガイドに

関連する最新情報を提供し、市民の利便性の向上に努め

た。 

３ 各窓口業務の

マニュアルの

作成 

各窓口業務のマニュアルを作成し、担

当以外の職員でも対応できるよう、業

務の共有化と迅速化を図ります。 
全 庁 実施 

業務ごとのマニュアルを作成し、担当者が不在であって

も迅速に対応できるような体制を整えた。 

また、職員一人一人の理解度が高まるよう適宜勉強会を

開催し、情報・業務の共有化を図ったほか、制度改正に

あわせ、従来からあるマニュアルを加除修正し、最新の

ものに更新した。 

４ 電子申請・届出

などの手続き

の電子化研究 

電子申請・届出及び電子証明など手続

きの電子化に向けて研究します。 企画情報課 未実施 
電子申請及び届出の手続きが複雑であり、世間一般的に

普及していないため。 

５ コンビニエン

スストアでの

収納やクレジ

ットカードで

の納付検討 

市税や公共料金等のコンビニエンス

ストアでの収納やクレジットカード

利用による納付について検討します。 税務課 検討 費用対効果の観点から、引き続き検討することとした。 

６ 電子文書、電子

決済による行

政事務の迅速

化・効率化の検

討 

ＩＣＴを活用した電子文書、電子決済

による行政事務の迅速化・効率化を検

討します。 企画情報課 未実施 
決裁方法は未だ紙文書が中心であり、一般的に電子文

書、電子決済が普及していないため。 

 

 (3) 市民意見の反映方法の充実 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ パブリックコ

メント制度の

周知と充実 

ホームページにおいて、各種施策原案

の段階で、広く市民から意見を求める

パブリックコメント制度について、よ

り周知と普及を図るとともに、内容の

充実を図ります。 

企画情報課 

 

関係課 

実施 

H22.２月現在で、10件の計画、条例等について実施した。

そのうち、市地域防災計画（修正案）及び第４次総合計

画前期基本計画の２件については、実施中である。 

２ 審議会等への

市民参加の拡

大 

公募による市民の審議会委員等への

登用を拡大します。 

関係課 実施 

・地域福祉計画策定委員会の組織に際して、公募を実施

したが応募者がなかった。（福祉課） 

・水防協議会については、条例の改正が必要なため実施

していない。（建設課） 
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３ 市政懇談会や

タウンミーテ

ィング等の開

催機会の拡大 

市政懇談会や地区毎のタウンミーテ

ィング等を定期的に開催します。 
企画情報課 実施 

春と秋の年２回、市内９地区においてタウンミーティン

グを実施し、延べ930名が参加した。また、新しい総合

計画の策定に際し、子育てグループ他６団体との懇談会

を実施した。 

４ 市長への手紙

の充実 

市ホームページにおいて市民からの

相談や提案、苦情等を受ける「市長へ

の手紙」において、回答の公開などを

通じ制度の充実を図ります。 

企画情報課 実施 

H23.２月末までに25件のメールが寄せられ、うち18件

について回答を行なったところである。また、３件の回

答についてホームページで公開している。 

５ 「市長への手

紙」提案箱の設

置 

市庁舎や主要な公共施設等に「市長へ

の手紙」提案箱を設置し、市民の意見

を広くお聞きします。 
企画情報課 実施 

H23.２月末までに53件の手紙が寄せられ、うち30件に 

ついて回答を行なったところである。 

６ 女性の審議会

委員等への登

用拡大 

女性の審議会委員等への登用を拡大

します。 
関係課 実施 

・スポーツ振興審議会に３名、スポーツ・健康の森公園

整備実行委員会に２名を登用した。（スポーツ課） 

・社会教育委員会・ひかりのプラン推進員等、高い登用

率を引き続き維持していく。（生涯学習課） 

７ いきいき市政

講座の充実 

職員が出向き、市の施策や事業につい

て説明や意見交換を行い、市政への理

解を深めてもらう、「いきいき市政講

座」の対象メニューなど充実を図りま

す。 

企画情報課 

関係課 
実施 

H23.１月末現在で、自主防災や悪質商法撃退などのテー

マで計36回開催し、地域住民の要望に応えた。 

 

 

２ 積極的な情報提供と説明責任 

 (1) ＰＤＣＡサイクルに即した情報提供 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 行政評価シス

テムの導入 

事業の重要性や必要性、優先順位など

を客観的に評価・見直しする「行政評

価システム」を本格導入することで、

ＰＤＣＡサイクルを検証します。 

企画情報課 

関係課 
実施 

試行２年目であり、各課で２～４つの事業を選定し検証

を行なっている。今後、行政評価システムの問題点等を

検証したうえで、平成 23年度からの本格運用を行なう

予定としている。 

２ 行政評価結果

の公表、意見募

集 

行政評価の状況をホームページ等で

公開し、結果について市民からの意見

を募集します。 
企画情報課 検討 平成23年度以降に公表などを予定している。 

 

 (2) 行財政関連情報や指標開示の徹底 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 各種行政資料

や財務資料・指

標の公開拡充 

ホームページや市広報を使い、各種行

政資料や財務資料・指標等の公開を拡

充します。 

関係課 実施 

・市長交際費の状況や人事行政の運営等の状況、給与・

定員管理等を公開した。（総務課） 

・ホームページのリニューアルを機に、トップページに

「予算・決算等」の項目を設け、各種財政状況資料等に

ついての検索、閲覧を容易に行えるようにした。（財政

課） 

・クマの目撃(痕跡)情報やサルの出没情報を公開した。

（農林課） 

・教育委員会の事務の点検及び評価結果をホームページ

で公表し、広く市民に周知した。（学務課） 

・ホームページにて公営企業経営健全化計画（上水・下

水）を掲載し、それぞれの会計の財務状況を公表してい

る。（上下水道課） 

２ 資料や指標の

データーベー

ス化やグラフ

化等による情

報管理 

資料や指標のデーターベース化やグ

ラフ化、他の自治体や類似団体との比

較によるわかりやすい情報管理に努

めます。 関係課 実施 

・毎月のごみ処理量、し尿処理量などの一般廃棄物や消

費生活相談件数のデータ化し、情報管理に努めた。（生

活環境課） 

・中小企業融資の計数情報をデータベース化・グラフ化

し、分析管理を行った。（商工水産課） 

・有害鳥獣対策としてサルの出没、目撃マップを作成し

管理している。（農林課） 

３ 適切な情報提

供のための条

件整備 

高度多様化する市民の情報提供要望

に応えるため、コンピュータシステム

のバージョンアップ等を行います。 
企画情報課 実施 

ホームページに係るコンピューターシステムを更新し、

利便性の向上に努めた。 

 

 (3) 多様な媒体の活用 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ ホームページ

の充実 

最新の情報を提供するとともに、ホー

ムページを利用しやすく、見やすいよ

うにリニューアルを図ります。 

企画情報課 実施 
利便性や視認性向上のためH22.10月にリニューアルし、

最新の情報提供に努めた。 
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２ モバイルペー

ジの充実 

携帯電話を利用した情報内容の充実

を図ります。 企画情報課 実施 

H23.４月からモバイルページの新しい内容として、市政

情報メールマガジン「キラリンメール」の配信を開始予

定としている。 

３ 電子相談への

迅速対応 

「市長への手紙」等の電子相談窓口対

応の迅速化を図ります。 

企画情報課 実施 

「市長へのメール」については、回答に係る定型様式や

手順書を作成し、対応の迅速化・統一化を図った。また、

回答に時間を要するものについても、概ね1週間程度で

回答するよう全庁に指示し、迅速な対応に心がけた。 

４ 市民への情報

提供の充実 

災害情報配信メールや子育てメール

の内容を充実する。 
関係課 実施 

・関係部署と協力し、子育てメールの内容充実に努めた。

（福祉課） 

・クマの目撃(痕跡)情報を配信し、注意を促した。（農

林課） 

５ ケーブルテレ

ビによる情報

提供の拡充 

ケーブルテレビを活用し、きめ細かな

情報の提供を図ります。 企画情報課 実施 
自主放送番組「かがやきテレビなめりかわ」において、

様々な行政情報を提供した。 

６ 情報提供の拡

大 

情報の即時化を推進するため、メール

マガジン機能を活用して提供する情

報の種類の増加を図ります。 
企画情報課 実施 

H23.４月から新しい市政情報メールマガジン「キラリン

メール」のサービス開始に向け、システムの構築・調整

を行なった。 

 

 

３ 民間活力の活用 

 (1) 更なるアウトソーシング（外部委託）の推進 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 窓口業務等の

外部委託の検

討 

図書館の窓口業務や給食調理業務等

の外部委託について検討します。 

関係課 検討 

・給食配送業務については外部委託しているが、給食調

理業務の外部委託については、今後の検討課題としてい

る。（学務課） 

・図書館については外部委託の費用対効果が見込めない

が、引き続き検討する。（生涯学習課） 

２ 公共施設管理

業務の外部委

託の検討 

市営住宅等の管理業務の外部委託に

ついて検討します。 
関係課 検討 

来年度に定住促進住宅（雇用促進住宅）の管理を予定し

ており、これらを含めた一体的な管理のあり方について

検討を行なった。（まちづくり課） 

  

(2) 指定管理者制度の充実 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 公募による指

定管理者の選

定 

指定管理者の見直しや新規の施設へ

の導入にあたっては、原則として公募

による選定を検討します。 
関係課 実施 

ほたるいかミュージアムやタラソピア、東福寺野自然公

園など 10施設について、公募により指定管理者を決定

している。 

２ 指名による指

定管理者の選

定 

住民サービスの向上と経費の節減等

について再検討します。 関係課 実施 
市民会館や市営駐車場、農村研修センターなど 11施設

について、指名により指定管理者を決定している。 

３ 利用料金制度

の拡大 

指定管理施設について利用料金制度

対象施設の拡大について検討を進め

ます。 
関係課 検討 

ほたるいかミュージアムやタラソピアなど９施設につ

いて利用料金制をとっているが、対象施設の拡大につい

て検討を行なった。 

４ 指定管理者の

指定手続きの

透明性の確保 

指定管理者の評価や選考過程・結果を

ホームページ上で公表します。 関係課 実施 

平成 21年度末に３年間の指定管理期間を満了した市民

交流プラザについて、指定管理者の評価をホームページ

上で公表した。（高齢介護課） 

 

(3) ＰＦＩや市場化テストの研究 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ ＰＦＩを活用

した民間活力

の導入手法に

ついての研究 

ＰＦＩを活用した民間活力の導入手

法について研究を進めます。 
財政課 未実施 

現在のところ、ＰＦＩの導入の検討が必要な施設の建設

予定がないため実施していない。 

２ 官民競争入札

（市場化テス

ト）の研究 

官民競争入札（市場化テスト）につい

て研究を進めます。 財政課 実施 
先進地の状況の把握や関連出版物などにより研究を行

なった。 
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４ 市民との協働の推進 

(1) 地域コミュニティとの協働 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 現物支給事業

の拡充 

軽微な公共施設等の整備について、町

内会等へ原材料の現物支給による直

営事業の拡充を図ります。 
関係課 実施 

生コンやコンクリート二次製品などの原材料の支給に

より、町内会等の自主的な活動を支援した。（建設課） 

２ 自主防災組織

の育成 

地域住民自らが初期消火や救出救助

などの活動を行う自主防災組織につ

いて、計画的に組織化（目標 100％）

を推進します。 

総務課 実施 世帯ベースで89.1%(H23.１月末)となっている。 

３ ごみ減量化の

推進 

市民総ぐるみで、ごみの排出量の削減

並びにリサイクル運動を進め、ごみの

減量化を総合的に推進します。 生活環境課 実施 

資源ごみの集団回収活動や、生ごみ処理機器の購入に対

する助成などを推進するとともに、ごみの減量化や適正

な排出方法など、市広報やチラシにより、周知、啓発を

実施した。 

４ 地域ぐるみ除

排雪活動の推

進 

町内会等と協働して地域ぐるみ除排

雪活動を推進します。 
建設課 実施 

H22.７月に地域ぐるみ除排雪活動費補助金の要綱を改

正し、補助の対象を拡大した。 

 H21年度 １町内 補助額1,036千円 

 H22年度 ５町内 補助額3,456千円 

 

(2) ボランティア・ＮＰＯ法人等の育成 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ ボランティア

育成講座の開

催 

県や県社協と連携し、ボランティア育

成講座や講演会等を開催します。 関係課 実施 

県や市社会福祉協議会と協力し、小中学校の生徒や若者

を対象としたボランティア体験講座や災害救援に関す

るシンポジウム等を開催し、育成に努めた。（福祉課） 

２ ボランティア

センターの充

実 

市内のボランティア団体やボランテ

ィア志向の個人を登録するボランテ

ィアセンターの充実を図ります。 
関係課 実施 

市社会福祉協議会に設置されており、助成することによ

り充実を図った。（福祉課） 

３ 有償ボランテ

ィア制度の導

入についての

研究 

市民サービスの提供を受ける利用会

員と利用会員に対してサービスを行

う協力会員によって構成する有償ボ

ランティア制度の導入を研究します。 

関係課 実施 

ボランティアポイント・地域通貨について研究したが、

サービス提供者は無償の方が活動し易い面もあり、導入

には更なる研究が必要である。（福祉課） 

 

 

(3) 協働を推進するための施策 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 職員のボラン

ティア活動の

推進 

地域の活動等に参画する職員の自主

的ボランティア活動を促進します。 総務課 実施 
地域清掃ボランティアの一環として、はまなす公園や市

役所周辺道路の清掃を実施した。 

２ 協働に関する

庁内各部課の

連携 

協働に関する庁内各部課の連携を図

るため、一元的な窓口となる組織・機

構を整備します。 

総務課 

関係課 
未実施 平成23年度以降に検討予定である。 

３ 協働のまちづ

くり指針の作

成 

協働についての理解と普及を促進す

るため「協働のまちづくり指針」を作

成します。 
関係課 検討 早期策定に向けて、調査研究を開始した。（企画情報課） 

４ 協働を進める

ための財政的

な支援、活動拠

点の整備等 

協働を進めるための財政的な支援や

活動拠点の整備、情報公開などに取り

組みます。 
関係課 実施 

地域ぐるみの協働を支援する「明るく元気なまち推進事

業」により、H23.２月末時点で30団体、計2,830千円

の助成を行なった。（企画情報課） 

 

 

５ 成果重視の行政経営 

(1) 行政評価システムの導入 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 行政評価シス

テムの導入 

事業の重要性や必要性、優先順位など

を客観的に評価・見直しする「行政評

価システム」を本格導入することで、

ＰＤＣＡサイクルを検証します。 

企画情報課 

全 庁 
実施 

試行２年目であり、各課で２～４つの事業を選定し検証

を行なっている。今後、行政評価システムの問題点等を

検証したうえで、平成 23年度からの本格運用を行なう

予定としている。 

２ 行政評価結果

の市民への公

表 

行政評価結果をホームページや市広

報等で市民に公表します。 企画情報課 検討 平成23年度以降に公表を予定している。 
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３ 経常経費の見

直し 

人件費等義務的経費を除く経常経費

について、各年度において見直し、効

率的な執行に努めます。 
財政課 実施 

平成22年度予算において、食糧費など経常経費393千

円を見直し、削減した。 

４ 環境に配慮し

た施策の推進 

地球温暖化防止の観点から低公害車

の導入や太陽光発電等の新エネルギ

ーの普及を推進します。 
関係課 実施 

・リース更新時期にあわせ、車両１台をバンから低燃費

の軽自動車に変更した。（財政課） 

・住宅用太陽光発電システム設置者に一部補助を行うこ

とにより、太陽光発電システムの設置を促進し地球温暖

化防止に努めている。（H23.２月末 実績51件、助成額

5,674千円）（生活環境課） 

５ 補助制度の見

直し 

市民が利用しやすく、かつ効果的な補

助制度を確立するため、市単独補助金

の見直しを図ります。 財政課 実施 

行財政改革を推進し、経費の節減を図る観点から、全て

の市単独補助金について、ゼロベースからの見直しを行

い、団体運営補助金や政策補助金などについて、廃止や

削減、整理統合を実施した。 

６ 公共工事コス

ト縮減に関す

る行動計画の

実施 

公共工事コストの縮減を図るため、公

共工事残土の活用や省資源・省エネル

ギー化等によるライフサイクルコス

トの低減等に取り組みます。 関係課 実施 

南部小学校に太陽光発電装置を設置し、省エネに努めて

いる。また、西部小体育館の照明をＬＥＤ化するよう、

実施設計に盛り込んでいる。（学務課） 

建設発生土有効利用連絡会議により公共残土の活用を

図るとともに、リサイクル材の使用により省資源化に努

めている。（上下水道課） 

７ 入札制度の改

善 

透明かつ競争性の高い入札制度を推

進します。 財政課 未実施 

引き続き、適正な運用に努めるとともに、制度の改善に

向けた研究を進める。 

 

 

(2) 広域的な視点による事務事業の推進 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 新たな広域行

政事務の検討 

新たに広域的に取り組むべき業務を

検討します。 
関係課 検討 消防の広域化について検討を行なった。（総務課） 

２ 広域事務組合

等への負担金

の削減 

広域事業として計画されている事業

の検討や負担金の適正化に努め、改善

や廃止などを積極的に提案すること

により負担金の削減を図ります。 

関係課 検討 
新川育成牧場組合の加入継続の是非について、問題を提

起した。（農林課） 

 

(3) 事業仕分け制度の研究 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 事業仕分け制

度の研究 

事業仕分け制度の先行事例での成果

や問題点、行政評価システムとの関連

などについて研究を行います。 
企画情報課 実施 

H22.10月に実施された射水市版「事業仕分け」を職員２

名で視察し、事業仕分けの手法について研究を行なっ

た。 

 

 

６ 経営視点に立った財政運営 

(1) 財政健全化のための取り組み 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 財政健全化の

ための条例の

制定 

わかりやすく透明性の高い財政運営

を推進するため、財政健全化のための

条例を制定します。 財政課 実施 

持続可能な財政基盤の強化と健全な財政運営の確立を

目指すとともに、財政に関する情報をわかりやすく公表

し、透明性の高い財政運営の推進と説明責任を果たすた

め、本市の財政運営に関し、基本的な事項を定めた「滑

川市健全な財政に関する条例」を制定した。 

２ わかりやすく

透明性の高い

財政運営 

予算、決算の状況や各種財政事情等に

ついて、わかりやすい情報提供を進め

ることで透明性の高い財政運営を進

めます。 

財政課 実施 

当初予算の概要、予算執行状況、決算の状況、健全化判

断比率等各種財政資料について、市広報やホームページ

に掲載し、財政情報の共有に努めた。 

３ 中期的な財政

見通しの確立 

健全化判断指標や公会計制度改革に

伴う指標等を基に、財務分析の充実強

化を図り、中期的な財政見通しの確立

と情報提供に努めます。 

財政課 実施 

各種財政指標等の分析を実施するとともに、社会経済情

勢や地方財政制度を考慮し、平成23年度から平成27年

度までの５か年間の「財政見通し」を作成、総合計画の

前期基本計画に記載し、これを公表した。 

 

 

 

 

 

 



7 

(2) 新たな歳入の確保 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 市税等滞納額

縮減のための

プロジェクト

チームの設置 

市税等滞納額縮減のため、庁内関係課

によるプロジェクトチームを設置し

て取り組みます。 
税務課 

関係課 
検討 

・市税等に係る滞納整理体制の強化を図るため、関係課

による「市税等徴収対策連絡会議」を平成 22年６月に

設置し、関係課の滞納状況を検証した。（税務課） 

・平成 23年４月１日に「市税等徴収対策室」を設置す

る予定である。（総務課） 

・平成 22年度に市税等徴収対策会議を設置し、市税等

滞納額縮減に努めている。（上下水道課） 

２ コンビニエン

スストアでの

収納やクレジ

ットカードで

の納付検討 

市税や公共料金等のコンビニエンス

ストアでの収納やクレジットカード

利用による納付について検討します。 
税務課 

関係課 
検討 

・費用対効果の観点から引き続き検討することとした。

（税務課） 

・他市町村の利用状況を把握するとともに、費用対効果

についての検討を継続する。（上下水道課） 

３ 差し押さえ物

件等のインタ

ーネット公売

等の検討 

新たな自主財源の確保対策として、差

し押さえ物件等のインターネット公

売等を検討します。 

税務課 

関係課 
検討 引き続き先行事例について調査検討することとした。 

４ 広告掲載募集

事業等による

収入の増加 

市広報やホームページなどに加え、あ

らゆる媒体への広告掲載募集事業等

による収入の増加を図ります。 
関係課 実施 

納税通知書用封筒への広告掲載については、税目毎の封

書規格の相違により、各々の作成数が限定されるため、

効果が低いと考え見送ることとした。（税務課） 

５ 新たな歳入の

発掘 

市営住宅駐車場の有料化等について

検討します。 財政課 未実施 平成23年度以降に検討予定である。 

６ 遊休施設や未

利用地等の積

極的処分 

土地開発公社の保有地も含め、遊休市

有地の有効利用を図ります。また、利

用の予定がなくなった土地について

は、売却や貸付を図るなど市有財産の

処分を推進します。 

財政課 実施 

工事事務所、資材置場等として民間に貸し付け、有効利

用に努めた。また、売却価格の見直しを実施し、処分促

進を図った。 

 

 

(3) 適正な受益者負担 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 使用料、手数

料、負担金等公

共料金の定期

的な見直し 

適正な市民負担の観点から、保育料、

上下水道料、各種使用料などの公共料

金の定期的な見直しを図ります。 
関係課 実施 

下水道使用料については４年ごと、下水道受益者負担金

については３年ごとに見直しを図っている。（上下水道

課） 

２ 市民への負担

の必要性など

の説明 

受益者負担の必要性などについて、経

費削減の取り組みや税負担の状況、近

隣自治体の状況等を広報やホームペ

ージ等を活用して積極的に情報提供

し、説明責任を果たしていきます。 

関係課 実施 

下水道受益者負担金については、該当町内へ事業の必要

性やその受益に対する負担の説明を行い、理解を求めて

いる。（上下水道課） 

 

 

７ 組織機構の点検と人材育成 

(1) 機動的な組織機構と定員管理 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 子ども課の設

置 

子どもと子どもの親のための施策を

一元化、総合的に実施するため子ども

課を設置します 
総務課 

関係課 
実施 

H23.４月に設置する予定である。（総務課） 

教育委員会及び福祉課等で H23.４月の設置に向け検討

を重ねた。（福祉課） 

関係する課が集まって、事務の移管等について話し合い

を行った。（学務課） 

２ 簡素で合理的

な組織機構の

整備 

サービスの供給に適した組織の規模

や人員配置等を常に点検しながら、ス

クラップ・アンド・ビルドの原則によ

る組織機構の見直しと整備を図って

いきます。 

総務課 実施 

H23.4月の機構改革、「子ども行政の一元化」など市民ニ

ーズに対応した組織となるように関係部局の業務等を

見直した。 

３ 戦略的かつ機

動的な組織機

構による対応 

多様化する市民ニーズへの迅速で的

確な対応を図るため、プロジェクトチ

ーム等を活用した戦略的かつ機動的

な組織機構による対応を図ります。 

総務課 実施 

H22.10月に「スポーツ・健康の森公園整備準備室」を設

置した。H23.4には「スポーツ・健康の森公園整備室」

に名称変更し、整備の推進を図る予定である。 

４ 定員管理の適

正化 

事務改善やＩＣＴの活用、業務の外部

委託等を踏まえ、定員管理の適正化を

図ります。 
総務課 実施 

適正な定員管理に努めた。職員数H21.４ 245人→H22.

４ 240人（△５人） 
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５ 早期勧奨退職

制度の活用 

職員の世代間のバランスと新陳代謝

を促進するため、早期勧奨退職制度の

活用を図ります。 
総務課 実施 制度に沿って実施した。 

６ 臨時職員等の

適正化 

臨時的な事業量や業務内容等の必要

性を踏まえ、適正な管理に努めます。 総務課 実施 緊急雇用対策も含め、適正管理に努めた。 

 

 (2) 新人事評価制度の推進と適正な給与体系 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 新人事評価制

度の確立と給

与や任用への

反映 

能力・業績を重視した新人事評価制度

の本格導入を図ります。 

その際には、給与や任用等の処遇にも

反映させていきます。 

総務課 検討 
平成22年度は試行により実施した。平成23年度から本

格導入の予定である。 

２ 自己申告制度

の充実 

職員の意欲や努力が反映された人事

配置を進めるため、自己申告制度の充

実を図ります。 
総務課 実施 H23.１月に実施した。 

３ 適正な給与体

系の維持 

財政状況や類似団体の状況等を考慮

しながら、引き続き適正な給与体系の

維持に努めます。 
総務課 実施 適正な給与体系の維持に努めた。 

４ 時間外手当の

縮減 

ノー残業デーや振替休日等の徹底に

より時間外手当の縮減を図ります。 

 

総務課 実施 ノー残業デーや振替休日等の周知徹底を図った。 

 

  (3) 職員の意識改革と能力向上 

 取組項目 内  容 所管課 H22進行状況 平成22年度進行状況説明 

１ 「滑川市人材

育成基本方針」

の見直し 

「滑川市人材育成基本方針」の見直し

を図り、人事評価と人材育成の研修体

系を確立します。 
総務課 検討 

人事評価と人材育成の研修体系について検討を行なっ

た。 

２ 職員研修の見

直し 

新人職員研修などのあり方を検討す

るとともに、引き続き、自治大学校、

市町村アカデミー、富山県などへの派

遣研修を実施します。 
総務課 実施 

新人職員対策として、「職場指導員制度」の実施や市長

等との意見交換会の実施を行なった。また、自治大学校

や JIAMなどへの派遣研修についても引き続き実施し、

派遣者を講師とした「職員自治基本セミナー」を開催し、 

広く職員に研修内容をフィードバックした。 

３ 地元民間企業

派遣研修の検

討 

サービス精神や経営感覚等の効率性

の考え方などを学ぶため、地元民間企

業への実務派遣を検討します。 
総務課 未実施 平成23年度以降に検討予定である。 

４ 部門毎のエキ

スパートの養

成 

部門毎のエキスパートを養成、配置す

るため専門研修の充実を図ります。 総務課 実施 
JIAMなど各種専門研修への参加を行った。H23からは専

門研修の拡充を図る予定である。 

５ 自治基本セミ

ナーの実施 

中堅職員が講師となって、基本的な行

政実務等を指導するセミナーを定期

的に実施します。 
総務課 実施 引き続き、自治基本セミナーを実施した（年３回）。 

６ 自主的グルー

プ政策研修の

充実 

自主的グループが先進地へ赴き、ユニ

ークな政策等について調査する研修

を充実します。 
総務課 実施 

引き続き、自主的グループの調査研修（２件）について

助成を行った。 

７ 職員提案制度

の活性化 

職員の行政事務改善提案制度の活性

化を図ります。 

企画情報課 実施 

職員及び各課に対し提案を募ったところ、職員提案２

件、各課提案 20件の応募があった。委員会における審

査の結果、採択が10件、趣旨採択が２件であった。 

また、新しい取組みとして、概ね 30歳までの若手職員

を対象に人口増対策に係る政策提案を募ったところ、48

人から計 61件の応募があった。審査会において審議し

た結果、高い評価を得た16件が選定された。 

これらの結果について、ホームページにおいて公表し、

広く市民に周知した。 

８ いきいき市政

講座の充実（再

掲） 

職員が出向き、市の施策や事業につい

て説明や意見交換を行い、市政への理

解を深めてもらう、「いきいき市政講

座」の対象メニューなど充実を図りま

す。 

企画情報課 実施 

H23.１月現在で計 36回開催した。また、対象メニュー

の充実に向け各課と検討を行なった。 

 

 


